BIS論壇　No.259　「一帯一路近況」　2018年6月12日　中川十郎
　　6月11日、一ツ橋総研・三田経済研ジョイントセミナーで古森義久・産経新聞ワシントン駐在客員特派員の「米朝首脳会談後の世界と日本」と題する講演会があった。
この研究会は旧知の市川　周氏が主宰しているので参加した。
　さらに6月12日にはJETROで米ジョージタウン大学法律研究家を中心とする「トランプ政権と通商摩擦：中国、日本、世界貿易システムへの影響～日米通商専門家による日米、米中関係の見通し～」のセミナーがあり、こちらにも参加した。
　両講演会とも有益であったので特に「一帯一路」の見地から以下報告したい。　
　　「一帯一路」に関する筆者の質問に対し、古森氏は米国はNagativeな論調があるなか、その動きに注目している。米議会では先日、まる一日かけて、一帯一路の聴聞会を開催し、その影響を議論したとの情報提供があった。
JETROの会議ではかってWTO上級提訴委員も歴任したジョージタウン大学法学部教授が「一帯一路」にはスリランカ港湾建設などでも問題がある。中國の新経済植民地主義の危惧もある。その動向には十分な注意が肝要との意見表明があった。
　　これに先立つ6月6日には桜美林大学千駄ヶ谷校舎での「アジア・ユーラシア研究フォーラム」、6月9日には大阪経済法律大学東京校で「北東アジア経済交流ネットワーク」政策セミナーが開催された。谷口　誠　代表幹事は『北朝鮮非核化に関して日本は米国頼みでなく、北朝鮮と直接2002年の「平壌宣言」に基づき交渉し、「圧力」だけでなく「対話」を進めるべきである。日本は「一帯一路」や「AIIB」に積極的に協力すべきだ。日本が掲げる「自由で開かれたインド太平洋構想」は戦略とは言えない。日本が主導している米国向けのTPP11が日本にどれほど経済効果を生むのか不確実である。日本は欧米、とくに対米一辺倒から脱却すべきである』と、安部政権の対米従属外交を元国連大使としての見識から持論を展開された。筆者も全く同感である。
　5月24日に専修大学で開催の「一帯一路日本研究所」のシンポジウムに講師として参加した筆者は『日本の21世紀のグローバルマーケテイング戦略上も、日本は「一帯一路」、「「AIIB(アジアインフラ投資銀行)」に積極的に参加すべきである」と力説した。
25日の中国人民網日本語版は下記内容で筆者の見解を国内外に発信した。
『「一帯一路」（the Belt and Road Initiative）をめぐるフォーラムが24日東京で開かれ、日本の学会や法曹界、経済界などの分野の専門家が参加した。名古屋市立大学の中川十郎特任教授は「『一帯一路』イ二シアテイブ実施により、中國はユーラシア大陸の貿易や投資、物流などの発展を促進する重要な原動力となっている。英国の欧州連合（EU）離脱、米国の保護貿易主義台頭などを背景に、『一帯一路』は、グローバル化経済協力のための新たなチャンスをもたらし、日本はアジアインフラ投資銀行（AIIB）に加入し、積極的に『一帯一路』イ二シアテイブに参加し、ウインウインを実現しなければならないとの見方を示した。』　日本は「一帯一路」、「AIIB」へ参加を真剣に考えるべき時である。　　　　以上
　
